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「米国産牛肉の拙速な輸入再開に反対し、BSEの万全な対策を求める」意見書 

 

 政府は、２０ヶ月齢以下の牛を全頭検査の対象から除外することを決め、さ

らにいま、米国産牛肉等の輸入再開に向けた動きを進めています。 

私たちは、米国産牛肉の拙速な輸入再開に反対するとともに、引き続き、Ｂ

ＳＥ問題への万全な対策を求めます。 

 つきましては、次の事項の実現に向けて強力な働きかけをお願い致します。 

 

記 

一 米国産牛肉の輸入再開問題について 

  米国産の牛肉等に対するＢＳＥ対策については、次のような問題点がある 

ことから、拙速な輸入再開を行わないよう求めます。 

１ 米国ではと畜される牛で、ＢＳＥ検査を行っているのは全体の１％以下に 

しかすぎないこと。 

２ 生産・流通履歴をたどるトレーサビリティ制度が整っていないため、月齢 

の判定が正確に出来ず、現在、検討されている目視による骨化や肉質の状況

での月齢判定は誤差を生じさせること。 

３ 特定危険部位の除去では、日本はすべての月齢の牛の脳などの危険部位を

除去し、焼却処分を行っているのに対し、米国は３０ヶ月齢以上の牛に限ら

れていること。 

４ 米国では除去された特定危険部位は処分されず、肉骨粉の原料とされ、豚

や鶏の飼料として流通している。このため、飼料の製造段階での混入・交差

汚染や、使用時に誤って牛に与える危険性があること。 

 

二 国内のＢＳＥ対策について 

  国内では、特定危険部位の除去に関する監視体制の構築、牛をと畜する際

のピッシングの廃止、飼料対策を含めた対策強化がこれから実施される予定

であり、全頭検査の見直しはこれらの一連の対策の実効性が確認された後に

検討されるべきです。さらに、検査緩和をおこなうと、若齢牛での検査がで

きずに、検査感度を改良する技術開発にも支障が出てくることが予想されま
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す。そのため、以上の対策を万全に実施するとともに、各自治体で行う全頭

検査に対して、財政措置を継続するよう求めます。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定に基づいて、意見書を提出します。 
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